
 

 

～ 日本海難防止協会シンガポール連絡事務所発SRO news ～ 

（Ref No：22－003） 

 

１ パラオ国立海洋保護区（PNMS）を商業漁業に開放する計画に反対するオン

ラインでの請願に 1,000 件超の署名が集り、アワ・オーシャン会合期間中に若

者がリードする抗議活動が実施される。ウィップス大統領は 6 日の記者会見で、

反対の根拠を「理解しようとしている（trying to understand）が、何に抗議

しているか分からない。法案はまだ下院にある。全員が協力して、すべての人

に利益をもたらす解決策を提供できることを願っている」と述べ、科学に耳を

傾け、解決策を見つけるために政府と協力するように請願者に求めた。 

原文 

（8th April 2022, Island Times） 

 

２ 駐日マーシャル諸島大使の Alexander C. Bing 氏が信任状を日本の森外務

事務次官に提出した。森次官は Bing大使を歓迎するとともに、昨年 9月に亡く

なった Kijiner 前駐日マーシャル諸島大使に哀悼の意を示した。森次官はまた、

マーシャル諸島と日本の二国間関係の重要性についてコメントし、今後も関係

を強化していくことを約束した。 

原文 

（8th April 2022, Marshall Islands Journal） 

 

３ マーシャル諸島のアマタ・カブア国際空港（マジュロ国際空港）のメイン

ターミナル改修が完了し、ユナイテッド航空による近日中の運航再開の道が開

かれた。ユナイテッド航空は 1 月、ターミナルが危険な状態だして、マジュロ

発着の旅客サービスを停止すると発表した。 

原文 

（8th April 2022, Marshall Islands Journal） 

 

４ 世界保健機関（WHO）、日本、マーシャル諸島共和国、ミクロネシア連邦

及びパラオ政府は、この太平洋 3か国での COVID-19の備えと対応の強化のため

に連携し、日本政府は WHOを通じて 697,101米ドルの資金を提供する。 

原文 

（8th April 2022, Island Times） 

※参考：在パラオ日本国大使館（リンク参照） 

 

５ アジア開発銀行（ADB）が発行した 2022 年の経済見通しによると、太平洋

地域は 2021 年に平均 0.6％のマイナス成長だったが、今年プラス成長に戻り、

2022 年に平均 3.9％、2023 年に 5.4％に回復すると予想されている。多くは、

https://islandtimes.org/signatures-adding-up-to-savemysanctuary-petition/
https://islandtimes.org/who-government-of-japan-and-governments-of-the-marshall-islands-fsm-and-palau-partner-to-enhance-covid-19-preparedness-and-response/
https://www.palau.emb-japan.go.jp/itpr_ja/11_000001_00453.html


国境が再開するにつれて、観光主導経済に牽引され、プラス成長に戻ると予測

されるが、今年の前半に COVID-19コミュニティ感染拡大したソロモン諸島と、

1 月の海底火山噴火と津波の影響を受けたトンガは、マイナス成長が継続する

とみられる。ミクロネシア連邦では 2022 年に 2.2％の経済成長が見込まれ、

2023 年には 4.2％に加速、マーシャル諸島では 2022 年に 1.2％、2023 年には

2.2％に回復すると予測されている。観光主導経済のパラオは、パンデミック

前のレベルの国際往来に戻ることを条件として、2022 年に 9.4％、2023 年に

18.3％に加速すると予想されている。 

原文 

（6th April 2022, PACNEWS） 

 

６ 太平洋諸島フォーラム漁業機関（FFA）は、既存の MCS（Monitoring, 

Control and Surveillance）ツールを補完する新たなツールを試し、IUU 漁業

に対するハイテク技術を用いた対応を進めている。FFA 事務局長は、先月行わ

れた FFAの共同監視作戦である Rai Balang作戦は、太平洋が最先端の技術を今

後も利用していくことの重要性を確認する上で非常に有益だったと述べた。

FFA 漁業管理部長によると、FFA は「Starboard」と衛星無線周波数検出 2 つの

新しい技術を試したとのことだ。「Starboard」は MDAツールで、疑わしい漁業

活動の特定等により既存のインテリジェンス情報及びリスク分析に役立てるも

のであり、衛生無線周波数検出は、従来の衛星監視技術よりも広いエリアをカ

バーする。 

原文 

（8th April 2022, Marshall Islands Journal） 

 

 

https://pina.com.fj/2022/04/06/pacific-returns-to-positive-growth-as-vaccinations-border-reopenings-strengthen-economies-in-2022-adb/


 
  



 

 

 



 

 


